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1.増 税 は不可避か

わが国の財政赤字 が 巨額 なの は事実 であ る。2009年 度 につ いて見 る と,財 政赤字

は44兆1,130億 円 と見込 まれて お り,公 債依 存度 は43.0%に 達 す る とされ る1)。長期

政府債務残 高の対GDP比 は134.8に 達す ると見 込 まれて いる。 ちなみ にアメ リカの公

債依存 度(2008年)は15.4%,長 期 政府債務残 高の対GDP比 は60.1で ある。近 年,

海外主 要国 も財政赤 字 の現実 に直面 してい る。 イギ リス(2007年)で は公 債依存度

12.1%,長 期政府債務残高 の対GDP比40.8,ド イツ(2007年)は 公債依存度5.3%,

長期政 府債務残 高の対GDP比37.3,同 じ くフラ ンス(2005年)の 公債依存度 は15.2

%,長 期政府債務残高 の対GDP比35.3と される。

いず れ も財政赤字 に苦 しんでいるのであるが,わ が国のよ うに長期政府債務残高 の

対GDP比 が100を 超 えてい るのは,健 全 とは言 い難い。問題 は,財 政赤字 を解消すべ

き課題 とみて,増 税 を不可避 と見 るか どうか,さ らに増税 が不可避 であるな ら,ど の

よ うな税 によ って財源 を調達す るかにある。

菊池(2005)は,日 本政府 に多額 の債務 が あ って も,同 時に多額 の金融 資産 を保

有 して お り,粗 債務か ら金 融資産 を引 いた純債務 で見 るのが国際的には一般 的であ り,

純債務 で見 れば 日本 の財政 は危機 で はない と論 じてい る。菊池(2005)に よれ ば,

日本 の財政規模 は対GDP比 では小 さす ぎ,日 本 には財政 出力が十分 あ るのだか ら,

積極財政 を とるべ き とされる。必要 なのは増税 ではな く,減 税 によ って内需拡大 をは

か り,経 済 を活性化 させ る こととい うのが菊池 の主張 である2)。

廣宮(2009)は,日 本 が世 界最大 の債 権国で あ ることや,日 本政府 の借 金がすべ

て円建 てである ことか ら,日 本政府 が破産す る ことはあ り得 ない とし,日 銀 が国債 を

市場 を通 して買 い入 れる ことによ り,債 務 を棒 引きにできる と論 じている。

高橋(2008)も 純債務 で見 て,日 本 は財政危機 ではない としてい る。
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国債発行 が財政破綻 を生 じさせ るか どうかを考 える とき,ド ーマーの定理 が判断 の

ための手 がか りを与 える。

ドーマーの法則 は概要次 の通 り証 明される3)。

GDPをY,公 債残高 を とDと し,そ れぞれの初期値 をY0,D0と 書 く。GDPの 伸 び

率 をr,公 債発行額 の対GDP比 を αとす る。 す ると,第t年 の国民所得 と公債発行残

高 は,

となる。 これよ り,

したが って,

である。

ドーマー は さ らに,公 債 の利 払 いの対GDP比 も一定値 に収束す ることを示 して い

る。

公債 の利子率 を2と すれ ば,公 債 の利子費用 は,

であ り,公 債 か らの利子所 得 もGDPに 含 まれ ることか ら,全 体 ではXt=Yt+iDtと な

る。

これ らの ことか ら,

となる ことが分 かる。

これ らの ことか ら,公 債 の発行 が財政 を破綻 させ る ことはない とされる。 αの値 は

平成16年 か ら平 成21年 まで4.9か ら9.1の 間 に収 まってお り,ほ ぼ安定 してお り,ド ー

マーの定理 の前提 はほぼ満 たされている。

表1-1α の 値

年 度 (歳出一普通歳入)/GDP

平成16 7.1

17 6.2

18 5.4

19 4.9

20 6.6

21 9.1

(資 料)福 田(2009)よ り抜粋。表現 を若干変更。
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財政赤字す なわち公債発行 が不健全 であるか ら,増 税 によ って財政赤字 を回避す る

とい考 え方 は,中 立命題 によ って も不適切 とされる。 中立命題 は,歳 出の財源 を租税

に して も公債 に して も,経 済 に与 える効果 はま った く同等 である ことを論 じた もので

ある。

中立命題 は,標 準 的なライフサイ クル ・モデルの分析手法 を用 いる ことによ り,代

表 的家計 の行動 が,政 府 の財源 として,税 を選 んで も公債発行 を選 んで もま った く同

一 となる ことを示す ことによ って証 明される ものである。

以上 の ことか ら,財 政赤字 が発生 しているか ら直線 的に増税すべ きである とは必ず

しもいえな ことが分 かる。高齢社会 で社会保 障の財源 のために増税すべ きである との

考 え方 も,そ れ らの費用 を公債発行 で賄 うことにす れば,必 要 ない こととなる。

次節以下 では,こ れ らの ことを踏 まえて も,そ れで もなお増税 が必要 である とす れ

ば,税 体系 を どのよ うに変更すべ きであるか,あ るいは増税 が必要 とされる とき各種

の税 の どれに依 るべ きかを考察す る。 この問題 を考 えるに際 しては,今 後 の税制改革

では消費税 の増税 がやむを得 ない とされる一般 的傾 向が妥 当な ものか どうかの検討 を

意識 して行 う。

2.所 得 税 の 検 討4)

2.1所 得税の現状

所得税 は政府 の財源 の主要 な項 目をな している。 国税収入 に占める所得税 の割合 は

表2-1に 示 され る。

表2-1国 税収入に占める所得税の割合

年 度 国税収入(億円) 所得税の割合(%)

昭和30 9,363 29.8

40 32,785 29.6

50 145,043 37.8

60 391,502 39.4

平成10 511,977 33.2

11 492,139 39.4

12 527,209 35.6

13 499,684 35.6

14 458,442 32.3

15 453,694 30.7

16 481,029 30.5

17 522,905 ・ ・

18 541,169 26.0

19 541,793 29.7

20 551,399 29.5
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表2-1よ り,わ が国の所得 税が,国 税収入 に占め る割合 は概ね3割 前後で推移 して

お り,近 年 においては微減 の傾 向を示 している。 これは政策 的に所得税 が減税 された

ことも反映 してい る と考 え られ る。 実際,表2-2に 見 られ るよ うに,所 得税 の最高

税率 も最低税率 も長期 的に低下 の傾 向にある。

表2-2限 界税率の推移

(資料)表2-1と 同 じ。

所得税は減税の歴史をたどってきたけれども,税 体系の中で所得税を代表 とする直

接税 と間接税の比率,い わゆる直間比率は近年それほど変化がない。 ここでいう直接

税は,税 法上の納税義務者 と実際の税負担者が同一 と見なされる税のことを指す。両

者が異なっていると見なされるのが間接税である5)。
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表2-3直 間比率の推移

年 度 直接税(%) 間接税(%)

昭和30 51.4 48.6

40 59.2 40.8

50 69.3 30.7

60 72.8 27.2

平成10 59.3 40.7

11 57.2 42.8

12 61.3 38.7

13 59.5 40.5

14 56.3 43.7

15 56.1 43.9

16 58.2 41.8

17 60.3 39.7

18 61.9 38.1

19 61.9 38.1

20 62.6 37.4

(資料)表2-1と 同 じ。

直間比率は税体系の問題を考察するとき便利な概念であり,多 用される。理論で最

適な直間比率が求められるというわけではないが,税 改革を目指す とき,他 の国々の

直間比率が参考にされることはしばしばである。

表2-4内 外の直間比率

(2009年1月 現在)

日 本 ア メ リカ イギ リス ド イ ツ フランス

直間比率 直間比率 直間比率 直間比率 直間比率

国税

地方税

国税+地 方税

60:40

85:15

71:29

94:6

58:42

78:22

58:42

100:0

61:39

46:54

95:5

52:48

54:46

48:52

53:47

(資 料)財 務省 ホームペ ージ

アメ リカは国税 での直接税 の比率 が極端 に高 い国 とな っているため,地 方税 を含 め

た全体 で も直接税 に7割 の ウエイ トがかか ってい る。 イギ リスは 日本 に近 いけれ ども,

ドイツやフラ ンス も大 まかに見 ればわが国 と大差 はない。す でに述べ たよ うに,直 間

比率 の最適値 とい った ものは存在 しないのであ り,あ くまで参考 に過 ぎない とはいえ

る。
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1.2改 革の方向

所得税の長所は垂直的公平の要件を満たすことであり,短 所は水平的公平性を欠 く,

いわゆる所得捕捉の所得間格差が存在することである。世代間の不公平性の問題 も指

摘される。 これは,所 得税の負担者が,現 役の勤労者に偏 り,税 負担が過重になると

いう点を指す。

川上(2008)は 所得税 と消費税の長所 と短所を簡潔にまとめているので,こ れを

見てみよう。

表2-5所 得税 と消費税の特徴

所 得 税 消 費 税

垂直的公平 累進構造,各 種控除 逆進性

水平的公平 所得の種類 による把握の差 等しい消費に等しい税負担

世代間公平 税負担が勤労世代 に偏 る 社会の構成員が税を分かち合 う

中立性

(活力)

高い累進度が勤労意欲,事 業意

欲を損なうおそれ

勤労意欲 ・事業意欲に中立的

簡素性 税率の累進構造,各 種控除,例

外規定のため複雑

簡素

税収動向 自動安定化機能6)

税収が不安定7)

自動安定化機能小さい
税収が比較的安定

①

②

③

④

⑤

⑥

(資 料)川 上(2008)に 基 づ く。

所得税の最大の長所 とされるのは①の垂直的公平であり,高 所得者ほど所得のより

高い割合の税負担を行 うという機能によって,格 差の縮小が図られるものである。累

進課税は課税最低限の存在 と限界税率の逓増によりもたらされるが,よ り本質的な項

目は課税最低限である。限界税率が1本 のみのいわゆるフラットな税体系で も,課 税

最低限が設定されていれば累進課税 となることに注意が必要である8)。

所得税の場合,税 務当局が所得を把握するのに業種間格差が存在 し(ク ロヨンなど

と称されている),同 一の所得でも税の負担額が同一にならない。消費税の場合には,

等 しい消費には等 しい税負担が帰結するので,② のように,水 平的に公平といわれる。

④で所得税の累進度が高まると労働供給が減退するというのは,直 感でそう思える

という意味であり,経 済理論か ら厳密に導出されるという意味ではない。増税で1単

位の労働供給がもたらす所得が減少 した場合の個人の反応は,代 替効果 と所得効果の

大小関係に依存 し,一 概には確定 しない。

自動安定化機能は累進所得課税が景気変動の影響を緩和するクッションの役割を果

たす ことであり,逆 進的な税体系である消費税にはこの機能は備わっていない。厳密

な証明は注6),注7)を 参照されたい。
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何 らかの社会 的背景 によ り,税 収増 が どうして も必要 とされる場合,増 税 は所得税

によるべ しとす る論 と,所 得税 は増税すべ きでない とす る論 が併存 している。

八 田(1988)は,高 い所得 税率 が勤労意 欲 を削減 す るとの主 張 に対 して,国 際化

時代 の経済活力維持 のためには累進課税 が重要 となる と説 く。す なわち,国 際競争 の

もとでは産業 の栄枯盛衰 が激 しくなる ことか ら,衰 退産業従事者 の税負担 を軽減 し,

成長産業従事者 に多 く税負担 を して もらうことが経済活力維持 の方策 となる とす る。

八 田(1994)は,わ が国 の所得税 収の対GDP比 が他 の先進 国 よ り極端 に低 く,所

得税収 の全税収 に占める割合 が低 い ことか ら,所 得税率 を引き上 げるべ きだ とす る。

さ らに,わ が国の所得税 に累増感 がある ことの原 因は,課 税最低 限が国際水準 に比 し

て高す ぎるか らとす る。課税最低 限を引き下 げるために,各 種 の所得控除 の縮小 が提

案 される。控 除の引き上 げは相対 的にはむ しろ高所得者 に有利 に働 くか らである。

最高税率 の引き下 げが勤労意欲 を刺激す る点 につ いて,同 書 では,大 企業 の重役 や

才能 に恵 まれた高所得者 は仕事 の内容 や社会 的評価 を考慮す る し,働 ける限 り精一杯

努力す るので,税 率 によ って勤労意欲 が刺激 される余地 はない と考 える。

移民 の可能性 につ いては,同 書 は,言 語 や仕事,家 族 とくに子供 の教育 な どおよび

環境 の良 さ,文 化 の問題 な ど,住 居 を選ぶ さまざまの要 因をあげ,可 能性 のあるのは

ごく限 られた人 だ と見 る。

立岩他(2009)は わが 国が累進性 を緩 めた こ とに反 対 し,む しろ強 め るべ きだ と

主張す る。 同書 は,累 進課税 が もつ労働 イ ンセ ンテ ィブ と人 や組織 の国外流 出の可能

性 を検討 している。労働 のデ ィスイ ンセ ンテ ィブ効果 にかん しては,す でに仕事 を し

ている人 は仕事 を変更す る 自由度 がそれほ ど大 き くない ことを指摘 し,新 規産業へ の

起業家 の場合 には,社 会 的な評価 や賞賛,新 製 品へ の意欲 や人 の役 に立 ちたい との思

いをあげる。

人 の海 外流 出について,立 山他(2009)は,そ の可能性 は大 き くない と し,防 止

策 を講ず るべ きだ とす る。

森信(2003)は,累 次の減税 によ る所得再分配効果 の低下 と,高 齢者 の所得格差

拡大の傾向か ら,累 進税率 と くに最高税率を引き下 げる状況 にはない と判断 してい る。

三木(2003)は,基 礎控除額 が憲法第25条 で規定 されて いる生存権 の反 映で ある

として,現 行 の基礎控 除額 は低す ぎる と論 じている。 かつ ては,基 礎控除額 が生活扶

助額 よ りも高額 だ った ことが指摘 されている。

小此 木(2009)は,ゼ ロ税 率 ・軽減税 率 を含 んだ消費税 の増税 と,所 得 税の最高

税率 引き上 げによる増税 の組 み合 わせ を示 唆 している。 同書 では,米 国や ドイツが所

得税 の最高税率 が引き上 げ られた こと,英 国 も引き上 げる方針 である ことが紹介 され

てい る(米 国39.6%,ド イツ45%,英 国50%)。 なお,日 本 の最 高税率 は40%で あ

り,米 国よ り高 い ことか ら,反 対論 も予想 される としている。
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以上 の論調 は,税 収 引き上 げの必要 がある場合 に,所 得税 の増税 をよ しとす る立場

であるが,こ れ とは逆 に,所 得税 は減税 して,消 費税 のウエイ トを高 めるべ しとす る

論 もあ りうる。

大 田(2002)は,高 い限界税率 が勤労意 欲 を阻害 す るこ と,累 進税率 が細か く設

定 され ると,ブ ラケ ッ ト・ク リープが発生す ること,高 い累進税率 が節税対策を招き,

社会 的非効率 を生 む,高 所得 を得 るための リスク ・テイキ ングに報 いるべ き ことを理

由に,所 得税 の最高税率 引き下 げをプラスに評価 している。 同書 ではさ らに,課 税最

低 限の引き下 げ と所得分類 の見直 しによる課税 ベースの拡大 が必要 だ と論 じられる。

不況 が長 引 く日本経済 の近年 の状況 では,貧 困 と格差拡大 が ことのほか重要 な論点

である と思 われる。 これ らは生活実感 に直結す る問題 であ り,多 数決 によ り意思決定

がなされる民主主義 の制度 の もとでは,多 数 の支持 を集 める論題 となる ことが予想 さ

れる。貧 困 と格差拡大 に直接対応 できるのは所得税 であ り,所 得税 の累進 的負担構造

は,大 いに生 かされるべ きだ と考 える。

2.3配 偶者控除

所得税には,個 人の経済的事情を考慮できるという顕著な特徴があり,経 済事情に

応 じた各種の控除制度が用意されている。配偶者控除や配偶者特別控除もそうした控

除の一種であるが,こ れについて大きな意見の対立が見 られる。

大田(2002)は,社 会的に女性の労働参加が期待 され,女 性のライフスタイルが

多様になった今 日,仕 事や結婚についての中立性の観点から,配 偶者控除や配偶者特

別控除は廃止すべきだと論 じている。

三木(2003)は,配 偶者控除廃止の主張に対 し,配 偶者控除の意味は,所 得のな

い配偶者にも,憲 法第25条 で規定 されている最低限度の生活を保障するために,夫

の所得から最低生活費分を控除することだとして,配 偶者の優遇ではないと論 じてい

る。

(株)日 本総合研究所調査部経済 ・社会政策研究センター(2003)は,配 偶者控除

と配偶者特別控除の根拠を次のようにまとめている。①個人単位の税制において,世

帯の担税力を考慮 して,扶 養親族に扶養控除が,配 偶者に配偶者控除が設けられる。

② 自営業者世帯に家族従業者への給与を必要経費 と認めることにしたことと給与所得

世帯 との税負担面への格差を是正するため。③給与所得者の妻が家事労働で夫を支え

るという内助の功が考慮 される。

同書ではさらに,配 偶者控除と配偶者特別控除の問題点についても整理されている。

①片働き世帯 と共働き世帯の間の水平的不公平性の問題。すなわち,専 業主婦のみが

配偶者控除や配偶者特別控除をうけるという点。②専業主婦 どうしの間でも,夫 の所

得が高いほど減税効果が大きくなるという垂直的不公平の問題。③夫の年収が低いほ
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ど妻が長時間働かなければならず,配 偶者控除や配偶者特別控除を享受する余裕がな

い。真に控除が必要な世帯が控除を利用できないという問題。④既婚女性の労働供給

を阻害するという問題。

以上,専 業主婦を税制上 どのように扱 うかという問題に対する種々の見解を見た。

女性の労働力参加は時代の流れであり,意 欲 と能力のある女性が社会に参加 し,活 躍

するのはすばらしいことである。けれども,現 今の不況期 ・高失業率の時代に,所 得

の稼得を断念 して家事に専念 してくれる女性の存在は,そ れだけ職を求める競争圧力

の緩和 となる。子育てに充実感を見いだし,地 域や社会にいろいろな形で貢献 して く

れる存在を厚遇することは,社 会の潤滑油的役割の強化であり,ゆ とりのある社会形

成に資することが小さ くないように思われる。

2.4ク ロヨン問題

所得の捕捉率が業種によって異なる問題について,大 田(2002)は,自 営業者や

農家への徴税体制の強化 と優遇措置の廃止を行 うとともに,給 与所得者にも申告納税

を促す仕組みへの移行を提案 している。

最小徴税費という租税原則を意識 しなが らクロヨン問題 に対処す るというのは困

難な課題であるが,こ の問題が所得税の弱点である以上,緩 和の方向を巡 って真剣な

検討が必要 とされる。

3法 人税

わが国の法人税率 とその推移 が表3-1に 示 され る。

表3-1法 人税率

区 分 昭和63年 度 平成2年 度 平成10年 度 平成11年 度 平成20年 度

普通法人 留保分

配当分

42

32
37.5 34.5 30 30

中小法人の軽減 留保分

税率(年所得800配 当分

万円以下部分)

30

24
28 25 22 }22

協同組合等 留保分
配当分

27

22
27 25 22 22

公益法人等
27 27 25 22 22又 は30

特定医療法人
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普通法人の法人税率

適用事業年度 基 本 税 率 軽 減 税 率

留保分 配当分 所得区分 留保分 配当分

昭25.4以 降 終了 35%

27.1〃 42

30.7〃 40

30.10〃

〃

年50万 円以下 35%

32.4〃

〃

年100万 円以下

〃

33.4〃 38 年200万 円以下 33

36.4〃 38 28 〃 33 24

39.4〃

〃

26 年300万 円以下

〃

22

40,4〃 37

〃

// 31

〃

41.1以 降 開始 35

〃

年300万 円以下

(資本金1億 円以下の

法人のみ)

28

〃

45.5以 降 終了 36.75

〃〃

(〃)

〃〃

49.5〃 40 28 年600万 円以下(〃)〃

〃

50.5〃

〃

30 年700万 円以下(〃)

〃〃

56.4〃 42 32 年800万 円以下(〃) 30 24

59.4〃 43.3 33.3

〃

(〃) 31 25

62.4〃 42 32

〃

(〃) 30 24

平元.4以降開始 40 35

〃

(〃) 29 26

2.4〃 37.5

〃

(〃) 28

10.4 34.5

〃

(〃) 25

11.4 30

〃

(〃) 22

(資 料)福 田(2008)

法 人 税 につ い て は,税 率 を 引 き上 げ るべ き とす る論 と引 き下 げ るべ き だ とす る論 が

併 存 して い る。

八 田(1988),同(1994)は,企 業 や資 金 の海 外 移 動 が 国 際 化 に よ って容 易 に な っ

た た め,法 人 税 率 は下 げ るべ き だ と して い る。 この 問題 を考 え る の に は,諸 外 国 の法

人 税 率 の 様 子 を 知 る必 要 が あ る。 首 相 官 邸 の ホ ー ムペ ー ジの 資 料 に は9),〔 国 税,地

方 税,合 計(%)〕 は,日 本 〔33.48,16.50,49.98〕,ア メ リカ 〔31.75,9.30,41.05〕,

イ ギ リス 〔33,0,33〕,ド イ ツ 〔34.18,15.61,49.79,ド イ ツ(付 加 税 を含 む)

〔36.74,15.61,52.35〕,フ ラ ンス 〔331/3,0,331/3〕,フ ラ ンス(付 加 税 を含 む)

〔362/3,0,36/2/3〕 と の数 字 が 見 られ る。 同 ホー ム ペ ー ジ に は さ らに,1995年

の 資 料 と して,ア ジ ア諸 国 ・地 域 の法 人 税 率 と して,香 港16.5%,タ イ30%,中 国3

3%(う ち 地 方 税3%),シ ン ガ ポ ー ル27%が 示 され て い る。 これ 以 外 の資 料 に依 って
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も,確 かにわが国の法人税率は,国 際的に最高水準にある。国際移動が簡単にできる

とすれば,法 人税率をあげる余地はなさそうである。

小此木(2009)で も,法 人税について,租 税特別措置による法人税減税が提案さ

れ,法 人税の増税は現実的ではないとの判断が下されている。

これらの見解 とは逆に,立 岩(2009)で は,流 出を避けるために税率を引き下げ

ることは,税 収を低下させることであるとして,流 出を避けるための各国間協調が模

索されている。

菊池(2009)も,法 人税を引き下げて消費税を増税する案には反対 している。法

人税の引き下げはマイナスの効果を生むとし,法 人税が高いために企業が海外に移る

という見解 も誤 りだとする。後者は,主 要国が原則 として全世界所得課税主義を採用

しているからとされる。

野 口(2007)は,法 人税率の引き下げが,借 入 により賄われる投資を増加させる

ことはないことを論証 し,法 人税減税による企業負担の減少が高度成長期のように賃

金 ・報酬に還元される経済構造 ではなくなっていることを示 している。同書ではさら

に,日 本の法人税率が高いと企業の海外移転を促す とする主張の誤 りを,「全世界所

得主義」および 「外国税額控除」 という現実の制度を用いて証明している。 日本の企

業が海外に移転することがあるとすれば,そ れは法人税の観点からではなく,賃 金格

差や社会保険料の企業負担の重さによると指摘されている。

理想をいえば,適 切な景気対策によって不況を脱出し,好 景気が実現すれば,赤 字

企業が減少 し,黒 字の企業 も黒字を増加させるので,法 人税収の自然増を期待できる。

法人税の増加が景気回復を遠のかせるとすれば由々しきことであるが,財 政赤字縮小

のために増税路線をとるという大きな枠組みが与件 とされるのであれば,法 人税のみ

減税の方向で問題の解を求めるのは困難であろう。

税収増が求められるという社会的背景のもとで,法 人税の増税が海外流出という悲

劇を招かないためには,増 税が許容される閾値を調べ,閾 値に達するまでは増税する

という緻密な政策運営が求められよう。

4.相 続 ・贈 与 税

現行 の相続税 で は,5,000万 円+1,000万 円 ×法定相 続人数 が基礎控 除 され,こ れ

を超 えた部分 につ いて,表4-1の 税率で相続税が課 され る。
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表4-1相 続税の速算表

法定相続分に応ずる取得金額 税率 控除額

1,000万 円以下 10%

3,000万 円以下 15% 50万 円

5,000万 円以下 20% 200万 円

1億円以下 30% 700万 円

3億 円以下 40% 1,700万 円

3億 円超 50% 4,700万 円

(資 料)川 上(2008)よ り引用。

贈与税 は基礎控 除額 が110万 円で,税 率 は表4-2の 通 りであ る。

表4-2贈 与税の速算表

基礎控除後の課税価格 税率 控除額

200万 円以下 10%

300万 円以下 15% 10万 円

400万 円以下 20% 25万 円

600万 円以下 30% 65万 円

1,000万 円 以下 40% 125万 円

1,000万 円 超 50% 225万 円

(資 料)表4-1と 同 じ

八 田(1988)は,相 続税 には資産 の把握 に不備 があ ることを指摘 してい る。

資産 の把握 の困難 さを与件 とす れば,相 続税 は強化 されるべ きでない ことにな り,

相続税を強化す べきだとす るな らば,資 産の把握 を厳密化せ ざるを得 ないことにな る。

三木(2003)は,相 続税廃止 の論 に対 して,遺 産 を得 る環境 にな い人 と比べて,

遺産 を受 け取 る ことができる人 はず いぶ ん恵 まれた立場 にあるのだか ら,税 制全体 の

公平化 ・応能化 を弱 めないために も,存 続 させ るべ きだ と考 えている。

野 口(1994)で は,相 続税 に対す る見方 を,① 資 産分配 を考慮 して,独 自の相続

税 が必要,② 年金給付 を中心 とした社会保 障給付へ の応益税,③ 基幹税 である所得税

の一部,④ 新 たな基幹税 である支 出税 の一部,に 分類 し,い ず れの立場 で も概 ね相続

税 を合理化 ・強化す る必要 がある と論 じている10)。

石(2004)も 相 続税 の減税 に反対 してい る。相続 税の対象者 が あま りに少 な い こ

とか ら,減 税 の効果 が期待 できない ことによる。課税 べース を広 げるべ きだ とす るの

が同書 の主張 である。 同書 では相続税 と贈与税 の一体化 に触 れている。 これは,相 続

時 に精算す る ことを条件 に,贈 与税 に特別控 除を認 める ものであ る。

94



税制改革に関する基礎的考察

小此木(2008)は,高 額の資産保有者 に納税 という面で社会貢献 してもらい,感

謝状などで賞賛する案を提示 している。

林(2008)は,相 続税の根拠あるいは望ましさと反対論の根拠を,次 のように整

理 している。すなわち,根 拠あるいは長所 として,① 個人の財産を保護する政府の役

割の代償 として,死 亡時に財産の一部を徴収する権利が政府にある。②財産所有の集

中は社会の不安定化あるいは革命の危険を増大させるため,集 中を抑制する必要があ

る。③機会の平等の観点から,子 孫が代償なく莫大な資産を得ることによる人生の出

発点での不平等を緩和する。

④所得税では,税 の捕捉率に業種間格差があり,捕 捉から漏れた部分に資産課税を

行 うことにより,所 得税の一部が回収される。⑤所得税は勤労意欲削減効果を持つが,

子孫に一・定額の財産を残そうとする個人は,所 得効果により,勤 労意欲を高める。ま

た,高 い教育を受けさせて,相 続税の負担を免れようとするかもしれない。 これは人

的資本の増強を促進する。

相続税反対の論拠は次のようだとされる。①相続税は代替効果 として,遺 産を残す

ための勤労意欲 ・貯蓄意欲を削減する。さらに中小企業や農業において,納 税義務の

ために,事 業継承が不可能 となる。②財産の処分の仕方には,相 続以外にもいろいろ

あり,相 続のみに高率の課税をするのは不公平である。③多重課税の問題。④相続税

は遵法費用や徴税費用が非常に高 く,効 率的な税ではない。最小徴税費の原則にも反

する。⑤相続税の転嫁が,被 相続者の取 り分の減少,貯 蓄減退による生産性の停滞に

よる賃金率上昇の抑制,価 格上昇の可能性を招 く。⑥相続税支払の義務のため,歴 史

的建造物が破壊される。

直感的には,高 齢社会において,資 産格差が拡大 してい く傾向にあり,次 世代の人

生の出発点での不平等が,不 利な立場にある人々の勤労インセンティブを損なうこと

になるのは国の経済力を弱める結果になる。税収増が求められるという社会的背景の

もとでは,相 続 ・贈与税の強化はやむを得ないのではないかと感 じられる。

5.消 費 税

(1)間 接税型消費税

消費税 には,い わゆる消費税す なわち間接税型消費税 と,直 接税型消費税 がある。

まず,前 者 か ら見 てい く。

消費 税は原 則 と して,す べての財 ・サー ビスの取 引に課 され るのであるが,表5-1

に見 られるよ うに,い くつ かの取 引は非課税 とされている。
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表5-1非 課税取 引

(資 料)川 上(2008)よ り引用

人 口高齢 化 によ る社会 保障関係費 の増加 へ の対応 として,間 接税型 消費税 の増強

を求 める声 が多 く聞かれる。

大 田(2002)は,福 祉 の主 た る財源 と して消費税 をあ げ,社 会保 障制度 の改革 に

よ り,支 出の抑制 を図 ることと,消 費税の益税 問題解決す ることが課題 だと してい る。

さ らに,消 費税改革 のステ ップ として,① 益税 を解消す る こと,② 税 の組 み合 わせ の

選択肢 を明示す る こと,③ 増税 の際の低所得層へ の配慮 を挙 げている。

大武(2006)は,消 費税の望 ま しさにつ いて,3つ の要因 を挙 げる。① ス トック経

済 において,高 齢者 に見 られるよ うに,資 産 が必ず有効利用 されている とは限 らない

ため,固 定資産税 の強化 には限界 がある。消費 は所得 と資産 の双方 を勘案 して行 われ

るので,消 費税 が適 している。②高齢化 の進 む 日本 は貯蓄減少社会 となるので,消 費

に課税す る ことによ り,貯 蓄 を増加 させ る ことが望 ま しい。③労働力人 口が減少 して

い く社会 で,所 得税 や社会保 険料 とい う,勤 労所得 にかかる負担 のみに頼 るのは適切

でない。

同書 は,食 料 品な ど特定 の項 目を軽減税率 にす る ことには反対 してお り,む しろ低

所得者 向けに,支 払 う消費税額 を還付す る 「消費税額控 除」 が適切 とす る。 さ らに,
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消費税率引き上げに際 しては,小 刻みに行 うと仕入れ品に複数の税率が混在すること

になるため,好 ましくないとされる。

これらに対 し,消 費税の増強に反対する立場 も根強 く存在する。

八田(1988)は,間 接税により,現 在脱税や優遇税制の恩恵にあずかっている人

が税を払 うことになるから不公平是正に役立つ との論に対 して,少 数の脱税者のため

に大多数のきちんとした納税者を巻き込む必要はなく,厳 格な徴税 と優遇税制の廃止

を主張 している。

さらに,高 齢化に所得税では大きな税収を望めないから間接税で賄 うべきとする論

に対 して,高 齢化時代には高齢者の資産や資産所得が増加するので,恵 まれない人に

も課税されてしまう間接税よりも,累 進的に課税できる資産税 ・相続税への課税が公

平であるとしている。

同じく八田(2008)は,勤 労世代の減少する高齢社会で所得税のみに頼 ると,働

く人の所得税率が上がっていくので,老 人 も消費することから,消 費税を増税すべき

だという論に対 して,消 費税の税率を上げることは高齢時代の勤労世代の負担の軽減

には無効だと主張する。その根拠は,消 費税率が上がれば勤労世代が退職 してから死

ぬまで高率の消費税を払い続けることになり,生 涯を通 じた税負担は変わらないから

とする。特に所得税の課税最低限以下の所得層では,所 得税が減税されることによる

恩恵は何 もなく,生 涯払い続ける消費税の負担のみが増えるだけとされる。

三木(2003)は,若 者世代では資産格差や所得格差がそれほど大き くないのに対

して,高 齢者の世代では資産や所得の格差が大きいことを挙げ,高 齢化時代は格差の

大きい世代が増えてい くので,一 律に負担が求められる消費税が適切かどうかとの疑

問を投げかけている。

野 口(1994)は,益 税 とともに,物 価 スライ ドとの悪循環を問題視す る。 これは

消費税の引き上げが物価を押 し上げ,物 価スライ ド制のために年金給付額を増大させ,

さらに消費税の増加が必要になるというものである。 このため,消 費税は高齢化社会

の基幹税 としては適切でないとされる。

菊池(2009)は,日 本の消費税が低すぎるというのは事実でないとす る。国税収

入に占める消費税の割合は日本 も欧州の国々も大差がない。 これは,欧 州の付加価値

税には非課税項 目が多 く,軽 減税率が適用される品目も多いからとされる。同書では,

積極財政によるGDPの 成長によ り,所 得税 と法人税の税収が増加 し,消 費税をゼ ロ

にすることも可能だと主張される。

森信(2003)は 通時的公平性,効 率性,簡 素性の観点から消費税の長所を見いだ

す とともに,逆 進性を消費税の短所 としている。さらに,同 書では消費税の益税問題,

インボイス方式導入の必要性,軽 減税率の問題を検討 している。軽減税率については,

①食料品などの範囲確定が困難なこと,② 軽減税率による税の減少分を補 うために標
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準税率を高 く設定 しなければならないこと,③ 特定の業界による陳情が起きることな

どを挙げて,消 費税率が一桁の場合には,軽 減税率の導入は好ましくないと判断 して

いる。

税収増が社会的要請であるとの条件下では,消 費税の増税 もやむなしと判断される

が,税 率が大きくなるにしたがって,複 数税率導入の可否が問題 となる。ラムゼーの

逆弾力性命題のように,商 品の需要の価格弾力性に反比例するように税率を設定する

のが超過負担を最小化するという意味で最適な税体系であるとす る中立性の観点を選

択す るとなると,n種 類の商品にn通 りの税率を設定すべきだということになる。 こ

れは現実の経済においては実行困難である。すると複数税率を選択する場合に,税 率

の刻みの数 とその値,特 定の刻みの中に含まれる商品の分類,非 課税の商品の特定化

など,困 難な課題が解決 されねばならなくなる。現行の単一税率にも,簡 素 という租

税原則から見た長所が存在するのである。

(2)直 接税型消費税

所得 は消費 されるか貯蓄 されるかのいず れかであ り,所 得=消 費+貯 蓄 と表す こと

ができる。 これよ り,消 費=所 得 一貯蓄 とな り,直 接税 である所得税 の課税ベ ースか

ら貯蓄 を差 し引いた ものを課税ベ ース とす る ことによ り,直 接税型消費税 が構築 でき

る。 この直接税型消費税 は支 出税 とも呼ばれる。

森信(2003)は,支 出税 にかん して,① 累進税率 適用 や人 的控除 の適用 による逆

進性 か らの解放 と,② 貯蓄 に対す る二重課税 の回避 を長所 とし,執 行面 での実務上 の

問題 がある点 を指摘 している。

野 口(1994)は,高 齢化社 会 をス トック化社会 と位置づ け,ス トック化 社会で は

支 出税 を基本 に した税制 が望 ま しい としている。

支 出税 は十分検討 に値す る提案 と思 われるが,現 行 の所得税 をべ一スにす る限 り,

とい うよ りせ ざるを得 ないのであるが,ク ロヨンの問題 が ここに も立 ちはだか って く

るのであ る。 間接税型消 費税 と直接税型消費税 とい う2種 類 の消費税 が併存す る とい

う状況 も考 え られるが,こ の際,ど ち らの型 の消費税 にウエイ トを置 くか,あ るいは

各税 の税収比率 を どのよ うに設定す るか,決 定す るには難解 な問題 が引き起 こされよ

う。

(3)福 祉 目的税としての消費税

藤田(2003)は,消 費税を福祉 目的税 とするときに考慮すべき点として,① 福祉

政策の内容を明確にすること,② 消費税の構造 改革,③ 税収の使途を特定するための

具体策を挙げる。②消費税の構造改革として取 り上げられるのは,税 額票(タ ックス ・

インボイス)方 式の採用,中 小事業者のための特例措置の整理縮小および非課税措置
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や複数税率制の導入である。③税収の使途を特定するための具体策 としては,福 祉 目

的税のための特別勘定を設けること,消 費税以外から特別勘定に繰 り入れられる部分

の割合が下がらないような制度的保証が必要だと論 じられる。

野 口(2007)は さらに進んで,消 費税を社会保障の目的税とすることは欺瞞 だと

論 じている。消費税を増税 して社会保障関係費に充当すると,そ の金額だけ一般財源

が浮 くので,そ の分が他の項 目(例 えば防衛費)に あてられる。結果的に社会保障費

の総額に変わりはなく,消 費税増税分は防衛費など他の項 目への支出増に充当される

だけだというわけである。

同書では社会保障関係費が一定でな く,増 額される場合にも同様の問題が起きるこ

とが示されるとともに,消 費税を社会保障関係費の目的税 とすることは,高 齢化時代

において消費税の伸び率がGDPと ほぼ同率で増加するのに対 し,社 会保障関係費は

それ以上の率で増加するため,自 動的に消費税の増税を際限な く認めてしまうことに

なる点が指摘されている。

ある支出項 目を目的税で充当するときには,慎 重な配慮が必要 とされる。その項 目

が目的税 とされる根拠を明示 し,時 がたってもその根拠は維持されているかをチェッ

クするのはもちろんのこと,景 気変動により税収が落ち込んだとき,そ の分支出をカッ

トするかどうか,逆 に野 口(2007)の ケースのように支出が膨 らんだとき,自 動的

に増税を承認すべきかどうか,事 前に綿密な取 り決めをしてお く必要がある。

6.そ の他 の国税

(1)酒 税

酒類 やたば こは負 の価値財,す なわち,政 策 当局 の価値判断 によ り,消 費 を禁ず る

ほ どではないが,抑 制す る ことが国民 に とって好 ま しい とされる財 であ り,通 常 の財

よ りも高率 の税 が課 されている。酒類 の税率 は表6-1に 示 され る通 りで ある。

酒類 は需要 の価格弾力性 が小 さ く,好 きな人 に とっては,必 需財 的な性質 を もつ と

考 え られる。 したが って,税 率 を引き上 げれば税収 が増加す るので,財 政 当局 にはつ

こうがよい ともいえる。 この場合,需 要量 は税込 みの価格 とい うよ り,家 計 の予算制

約 による縛 りが効 いて くる と考 え られる。不況下 で酒類へ の予算制約 が強 まれば,上

級財 的な種類 の需要 は減少 し,下 級財 的な酒類 の需要 が増大す る可能性 がある。

酒類 のグ レー ドによ り税率 が異 なる問題 には,ラ ムゼー ・ルールが適用 できるか も

しれない。す なわち,代 表 的家計 の消費 の価格弾力性 に応 じて税率 を決定す るよ うに

しておけば,超 過負担 を最小 にす る とい う意味 での好 ま しい税負担 が設定 できる とも

考 え られる。
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表6-1酒 類 の税 率

区 分
税率

(1kl当 た り)

アルコール分

1度 当たりの加算額

発泡性酒類 220,000円

発泡酒(発 芽比率25～50%未 満) 178,125円

〃(発 芽比率25%未 満) 134,250円

その他の発泡性種類

(ホップ等を原料 としたもの(一 定の

ものを除 く)を 除 く)

80,000円

醸造酒類 140,000円

清酒 120,000円

果実酒 80,000円

蒸留酒類
(ア ル コール分20度)

200,000円
10,000円

イ ス キ ー ・ブ ラ ン デ ー ・ス ピ リ ッ ツ
(ア ル コール分37度)

370,000円
10,000円

混成種類
(ア ル コール分20度)

220,000円
11,000円

合成清酒 100,000円

み りん ・雑 種(み りん類似) 200,000円

甘 味果実 酒 ・リキ ュール
(ア ル コール分12度)

120,000円
10,000円

粉末酒 390,000円

(資 料)川 上(2008)よ り引用

(2)た ばこ税

たば こに も,負 の価値財 とい う財 の性質上,高 率 の課 税が な されて いる。 表6-2

がたば こ税 の税率 を示 している。

たば こは本人 の健康上 の問題 を もた らし,国 民 医療費 を押 し上 げる可能性 がある。

それ以外 に も,煙 による周 囲へ の迷惑,吸 い殻 のポイ捨 て,山 火事 ・火災 の原 因等,

酒類 よ りもさ らに強 く負 の価値財 の性質 を帯 びている といえよ う。需要 の価格弾力性

が小 さい ことか ら,税 率 の引き上 げは増収 を もた らし,こ の面 か らも増税へ の誘 因が

見 られる。

たば こ1箱 当た りの価格 は,日 本で300.00(110.84)円(か っこ内は税抜 き価格,

以下 同様)で あ るのに対 し,ア メ リカ(コ ロ ンビア市)374.40(299.39)円,ア メ

リカ(ニ ュー ヨー ク市)759.33(304.02)円,イ ギ リス1,297.10(301.36)円,ド

イツ652.00(157.96)円,フ ラ ンス782.40(153.44)円 であ り1'),日 本 のた ばこの

価格 は欧米 と比べ てまだ安 く,価 格 を引き上 げる余地 はあるよ うに思 える。
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表6-2た ば こ税等 の税率

()書 き は,た ばこ特別税 の税率

(資 料)表6-1と 同 じ。

ただし,値 上げによる需要減が,零 細な葉タバ コ生産者に打撃を及ぼす面を考慮す

る必要性 もしばしば指摘 され,何 らかの手当が検討される必要があるであろう。

(3)特 定財源

税収 の一部 あるいは全額 が,特 定 の項 目の使途 に限定 される もので,目 的税 の性格

を もつ といえる。特定財源 の種類 や概要 は表6-3に 示 され る。

山本(2003)は,民 主主義 的政治体制 の もとで,「 予算の統一的把握 には,各 税種

の支 出 目的を特定化 しないで,全 税収 を一括 して とらえる とい う,目 的税 に対す る一

般税 ない しは普通税(generaltax)と いう行 き方 が正 当視 され る」 と述 べて,近 代

税 制 は 目的税 を排 除 す る と述 べ て い る12)。 これ は税収 にお け る 目的非拘 束(non-

affectation)の 原則 とされ る。 それ に もかかわ らず 目的税 が採 用 されて いるの は,

「未完成,未 成熟 の民主主 義 の下 では,政 治行政 の不完全 さ,政 治家 や官僚機構 の恣

意 的活動 に対抗 しうる制度 的仕組 み」13)が改めて見直 され るか らであ るとす る。

同書 は,従 来 か ら挙 げ られている 目的税 の問題点 を,次 のよ うにま とめている14)。

「① 目的税 がい ったん設定 されれば,納 税者 の選好 を表す場 とされる議会 の統制 をま

ぬがれる。 その結果,事 態 の推移 とともに,あ る場合 は支 出不足 を生 じ,あ る場合 は

税収 の過多 を生 じるな ど,税 収 と支 出の連動 に非効率 がお こる。 これは支 出 目的拘束

を近代予算制度 が否定 した本来 の理 由に関連 している。

② 目的税 が 目ざす公共財 の個別 的 ・直接 的利益 と,そ の利益 を受 ける特定者 が負担

す る 目的税 との連 関を どの程度 うま く行 えるか。」

揮発 油税 の税収 を一般財源化 す るか どうかの議論 にかん して,野 口(2007)は 揮
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表6-3特 定財源諸税の概要

税 目 課税対象 ・税率 税収の使途

揮発 油:48,600円/kl
・国の道路財源(1/4は 社会資本整

揮発油税 ○適用期限:30年3月31日 備事業特別会計に直入)
(本 則 税率:24,300円/kl)

揮 発 油:5,200円/k1 ・地方の道路財源として全額譲与

地方道路税 ○適用期限:30年3月31日

(本 則 税率:4,400円/kl)

国
石油ガス税 自動車用石油ガス:17円50銭/kg

・1/2は 国 の道路財源

・1/2は 地 方 の道路財源 と して譲与

乗用車,ト ラ ック,バ ス,軽 自動車等 ・国の道路財源

(例)乗 用車 ・公害健康被害の補償費用の財源

(車 両 重量0.5t・1年 につ き) として交付

自動車重量税 ・自家 用6
,300円

・1/3は地方の道路財源として譲与

・営業用2
,800円

○適用期限:30年4月30日

(本則 税率:い ず れ も2,500円)

税 航空機燃料:26,000円/kl ・11/13は 国 の空港整備財源

航空機燃料税 ・2/13は 空港関係市町村及び都道

府県の空港対策費として譲与

電源開発促 一般電気事業者の販売電気 ・電源立地対策及び電源利用対策

進税 :千kw/時 につ き375円

・原油,輸 入石油製品 ・燃料安定供給対策及びエネルギー

1klに つ き2,040円 需給構造高度化対策

石油石炭税 ・天然 ガス,石 油 ガス等

1tに つき1,080円

・石炭1tに つ き700円

経 由の引取 り:32,100円/kl ・都道府県及び指定市の道路財源

軽油引取税 ○適用期限:30年3月31日

地 (本 則 税率:15,000/kl)

方 自家用車の取得 ・地方公共団体(7割 市町村 ,3割
・自家用 取得価額の5% 都道府県及び指定市)の 道路財源

税 自動車取得税 ・営業用及び軽 自動車 〃3%

○適用期限:30年3月31日

(本則税率:い ずれも3%)

(資 料)表6-1と 同 じ。

発油税収の一般財源化を好ましいと判断する。仮に揮発油税を特定財源のままにして

お くと,税 収 はGDPの 伸びよ り高率で増加するのに対 して,ほ ぼ完成 している道路

財源の増加率 はGDPの 伸びよ り低いと考え られることから,税 収増が無駄な支出を

招 くとされるからである。

目的税の使途は,い ったん議会の承認を得ると,慣 性の法則に支配される傾向を持

ちやすいとされる。税の主旨がある時点でなお存続 しているかどうかが,絶 えず吟味
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され,い ったん必要性 が失 われた と判断 されれば,直 ちに廃止 される とい う緊張感 が

つ ねに必要 である と思 われる。

7.環 境 税

環境税は もともとピグー(A.c.Pigou)の 提案 した,外 部経済 ・不経済 に対す る税 ・

補助金方式 に由来 している。 ここでは税 の場合 であるか ら,外 部不経済す なわち,あ

る経済主体 の経済活動 が,対 価 を支払 うことな しに,第 三者 に負 の影響 を及 ぼ して し

ま うケースである。

図7-1で,私 的最適 点 は,需 要 曲線 と供給 曲線 の交 点 に対応す るQ※であ るが,外

部費用 を含めた社会 的供給 曲線 はGSで あ り,社 会 的最適 点はQ'に 減少 す る。企業 が

自発 的 にQ'に 移 行す る誘 因は存在 しないため,外 部不経 済を発生 させ る企 業 に商 品

1単 位 当た りt円 の従量税が課 され る。

図7-1外 部不経済への課税

この場合,供 給 曲線 は課税 前 のGSか ら,HSrへ と平行 にシフ トす る15)。この よ う

に して企業 は課税 に誘導 されて,社 会 的最適点Q'に 到達 す る。

なお,三 角形GFE'の 面 積 で表 され る第 三者 の外 部費用 は,平 行 四辺形GFE'Hの

面積 で表 される税収 によ り完全 に賄 われる ことも,図 か ら知 る ことができる。
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小此木(2009)は,環 境税の形態を次の型に分類 している。①有害なものへの課

税=炭 素税など,② 悪い消費行為への課税=デ ポジット制のように使い捨て行為に課

税 し,回 収時に税を還付,③ 消費一般への課税=大 衆消費社会そのものが環境破壊を

生んでいるとの認識で,得 られた税収を環境対策費に使う,④ 環境に役立つか否かで,

製品の税率を異ならせる,⑤ 環境保護のための新税導入。

環境税は時代の要請に叶う税項 目であり,税 の増収が社会的に要請される状況下で

あったとすれば,課 税の対象 となる外部不経済が見出されたときには,新 規の導入へ

の検討に速やかに着手すべきことが望まれるであろう。

【注】

1)本 段 落における,数 値のデータは福田(2009)に よ っている。

2)高 橋(2008)も 純債務で見て,日 本は財政危機ではないとしている。

3)Domar,E.D.(1944)TheBurdenofTheDebtandtheNationalIncome,American

EconomicReview,Vol.34。 による。

4)本 節以降,本 論文における租税制度および統計数値 の記述は,川 上(2008)に 依 っている。

5)個 人的な事情を考慮 されるものが直接税,考 慮されない ものが間接税とされ ることもある。

6)課 税後所得 の所得弾力性は,所 得 をY,税 額 をTと して,

とな ることか ら1よ り小。所得 が増加 して も課税後所得はそれほ ど増えず,総 需要の増加 のブ

レーキとなる。

7)累 進課税制度の もとでは,所 得が変化す ると,税 収 はそれ以上の割合で変化する。

累進課税では,所 得が増加す ると平均税率が高 くなる。すなわち,

である。 これより,T'Y-T>0と な る。

税収の所得弾力性は,

か ら,1よ り大となることがわかる。

8)一 定の限界税率 をα,課 税最低 限をβ/αとして,T=aY一 βと書 く。平均税率T/Yは

とな る。 これは,α が一定であれは,所 得 の増加 に伴 っ

て平均税率が上昇す ることを表 している。

9)http://www.kantei.go.jp/jp/zeicho-up/1027/1-2.html

lO)野 口(2003)で もほぼ同趣旨の見解が論 じられている。

11)川 上(2008)p.303か ら引用 している。 ちなみに,た ば この銘柄 は日本がマイル ドセ ブン,ア

メ リカは両者 ともマールボロ,イ ギリスがベ ンソン&ヘ ッジス,ド イツがパーべ一,フ ラ ンス
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がゴロワーズである。

12,13)山 本(2003)p.255。

14)山 本(2003)P.274。

15)課 税前 の総費用 をCと すると,単 位当た り珊 の従量税が課 された ときの総費用は,

dCtdC
CtC+栂 で あ り,こ れか ら限界費用 曲線 は,+tと な る。 これか ら,供 給 曲線はdQdQ

tだ け上方 に平行移動することが分かる。
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